












































































（1945 年 7 月 26 日）、②「降伏後における米国
の初期の対日方針」（United	States	Initial	Post­




的 指 令 」（Basic	Directive	 for	Post­Surrender	
Military	Government	in	Japan	Proper.）（1945

















米国国務省特別調査部の R.A. フィアリ （ーRob­





起草者のフィアリーは、1941 年から 42 年ま
でグルー（Joseph	C.	Grew）駐日大使の個人秘




E131,	1943 年 6 月 21 日）、「日本経済 ­ その要約」
（T349,	E136、1943 年 6 月 26 日）、「戦後日本
経済の考察」（T354,	E155,	1943 年 7 月 21 日）、
「戦前および戦後における日米貿易」（T392、
E187、1943 年 10 月 5 日）、「戦後日本経済の再
調整」（T393、1943 年 10 月 9 日、共著）、「日
本産業における財閥に関する政策 ­ 戦前におけ
る構造と力および戦時の発展 ­」（T470、1944
年 7 月 26 日：ここで財閥解体を強制できない
との考えに転換する。）、「日本は自立できるか」
（T510,	1944 年 7 月 26 日）等があり、日本経済
を一手に引き受けている日本経済の専門家であ
った。













































































用することになる。その 1945 年 10 月 26 日付











































（A. 重工業の規制、B. 経営体の再編成、C. 消費
財産業・建設業の奨励、D. 農民の所得保証、




































































































































は重要である。1937 年 ICA の基本原則では、

























































































































































ところで、1945 年 6 月 23 日付「農地改革の




























「初期の対日方針」は、1945 年 8 月 22 日、
国務・陸軍・海軍三省調整委員会（SWNCC）
において承認され、8 月 31 日に部分修正の上、



















































































































































11 月 6 日「持株会社解体に関する司令部覚書」







































のち、1945 年 12 月 9 日「農地改革に関する司



























1945 年 12 月 9 日の「農地改革に関する司令部
覚書」の指示に始まり、1947 年 11 月 7 日成立、

















の形成過程（1946 年 3 月～8 月）が、1947 年 1
月 15 日「GHQ 天然資源局覚書」の形成過程







第 2 に、農協法の成立にとって、1947 年 1






第 3 に、農協法案自体は、前期（第 1 次案～
第 3 次案）、中間としていくつかの法案（第 4

















1946 3/14「エドワーズ報告書」 3/15 第 1 次案（要綱）
5－6 月「指令案」 6/22 第 2 次案Ⅰ（要綱）
8/1 ｢SFE－182 文書｣
8 月「カイム氏試案｣
9/15 第 2 次案Ⅱ（法案）
11/5 独占禁止法に関する閣議決定 11－12 月第 3 次案（法案）
12/5 経済安定本部独占禁止法要綱案【3－5】 12/4 GHQ4 者合意
12/14 経済安定本部独占禁止法要綱案【3－7】
12/19 ｢SFE－182/2 文書｣ 12/26GHQ3部局長承認










3 月  第 4 次案（法案）





5/24 第 6次案（法案）: 原型
5/27 天然資源局提案
6/26 第 7 次案（法案）












関 し て、 主 と し て 1946 年 の 12 月 頃 ま で の
GHQ の動向を合田論文〔参考文献：⒀〕によ
りみておきたい。











































12 月 4 日の合意、12 月 26 日 3 部局長の合意を
経て、昭和 22 年 1 月 15 日「天然資源局覚書」
が作成されたのである。













































































































る。第 5 次案（1947 年 4 月）において「非営利」
規定が挿入されるが、その条文は天然資源局第
2 次案（1947 年 5 月 15 日）以降、第 6 次案（1997
年 5 月 24 日）から厳格に規定されるようにな
っていく。第 6 次案が原始農協法の原型とされ
る所以であろう。それにしても、天然資源局第




し規定が登場するのが、第 6 次案（1947 年 5
月 24 日）であり、第 7 次案では同見なし規定
が脱落し、第 8 次案（Ⅰ）（Ⅱ）（1947 年 7 月
10 日 /7 月 31 日）に再び登場するが、このこ




















（1947 年 3 月）
（規定なし）
農林省第５次案






























































ればならない。前期は 1945 年～1948 年の改革











































第 1 巻』同研究所、1967 年。
⑾協同組合経営研究所編纂『農業協同組合制度史











図書資料センター、1997 年 12 月。
⒃堀越芳昭「米国対日占領政策の展開と協同組合
―独禁法の成立・協同組合原則の導入と農協法
の成立」中央協同組合学園『農協基礎研究』第
18 号、1998 年度。
